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概要：本研究では，自治体職員向けの参加型センシングにより，網羅的な都市情報が収集可能となり，そ
れが業務効率および都市理解の向上へとつながることを示す．現状の地方自治体の日常的な自治体業務で

は，情報がデータ化・共有できておらず時間的・人的コストが高い部分が存在する．本研究では，地方自

治体の日常的な行政業務において，職員の持つ携帯端末を通してリアルタイムな情報を取得可能とする参

加型センシングを適用し，効率的な情報収集・共有を可能とすることを目的とする．本研究で開発した情

報収集・共有システム，みなレポにより，地方自治体の日常的な業務の効率化だけでなく，自治体職員に

よる専門的知識に基づいた情報収集が実現される．また，網羅的に収集したデータにより都市理解が可能

となる．本稿では手法の概要とこれまでの実験・解析結果について報告する．
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1. はじめに

世界的な都市部への人口集中を背景として，現代の都市

はエネルギー管理の効率化，経済成長と開発，生活の質と

安心安全など，多様な問題に直面しようとしている．また

日本では少子高齢化社会の到来により，働き手の不足や税

金収入の低下が確実となっており，都市運営・行政の効率

化は社会的な課題となっている．これら問題を解決するた

め，ネットワーク化された電力メータや監視カメラネット

ワーク，交通情報を監視する ITSネットワーク等の情報基

盤を中心としたスマートシティの構築プロジェクトが現在

広く推進されている．また，従来のスマートシティで目指

されている都市エネルギーや 交通渋滞の解消といったシ

ティオフィスの視点からの都市リソースの最適化機能だけ

でなく，実空間情報を含むオープンデータの利活用を進め

ることによって，住民の視点からも，住民の QoL の向上に

資するサービスや災害時の安心・安全の保障のためのサー
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ビス といった付加価値の高いサービスを容易に実現可能と

なるソーシャル・ビッグデータの利活用が重要となってき

ている．

日本では，自治体業務の透明性・信頼性の向上，国民参

加・官民協働の推進，経済の活性化・行政の効率化を目的

として，2012年に電子行政オープンデータ戦略*1が策定さ

れた．各自治体には積極的な公共データの公開が望まれて

きており，2018年 1月時点で 300を超える自治体*2がオー

プンデータの取り組みを行っている．現在公開されている

オープンデータは主に行政業務で得られた調査結果等（例：

人口統計や工業統計，農業センサスなどの各統計調査）が

多く，それ自体の価値はもちろん重要ではあるが，これら

はあくまで業務の結果得られた「まとめ」であるため，種

類が限定されていたり，更新頻度の低さ（頻度が高くて月

次掲載）が制限として存在する．

本研究では，時々刻々と変化する都市の状況に対応する

様々なサービスを提供可能とするスマートシティを実現す

るためには，行政業務の結果だけでなく，その過程で得ら

*1 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/denshigyousei.html
*2 https://cio.go.jp/policy-opendata
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れる情報にも高い価値が存在すると考える．また，それら

をプライバシやセキュリティを考慮しつつリアルタイムで

他自治体職員や研究者，企業等と共有可能とすることが，

今後非常に重要となると考えている．自治体では行政運営

を行っていく上で，多数の部や課が存在し，その業務中に

得られる都市情報も街灯の故障，道路損傷，公園遊具の破

損，落書き，不法投棄，下水管の破損など様々である．近

年，都市内の異常を市民の協力により収集し，それを行政

業務に活かす参加型センシングの取り組みが盛んである

が，市民から通報される情報は都市情報の氷山の一角であ

り，より多くの情報は自治体業務中に職員により収集され

ている．一方で，それら自治体業務中に得られる情報は，

特に日本においては電話や FAX，紙の書類などアナログな

手段により報告・共有されているのが現状であり，データ

化された形での蓄積も進んでおらず，分析を含む利活用は

進んでいない．

本研究では，自治体業務に携わる職員を対象とし，普段

の業務を共有・分析可能なデータ化された都市情報の収集

機会と融合させることにより，業務の効率化と都市理解を

向上させることが可能な自治体職員参加型センシングを提

案する．自治体職員参加型センシングは，大きく２つの特

徴を有すると考えられる．まず第一に，行政業務の過程で

得られる都市情報をデータ化し職員間で即時共有可能とす

ることで，行政業務の効率化に寄与する．第二に，都市の

空間的・時間的に網羅性の高いデータが収集可能であるた

め，都市全体の理解の向上に寄与可能なデータ分析を可能

とする．この２つの特徴に加え，収集されたデータを，プ

ライバシやセキュリティを考慮した上で即時オープン化し

ていくことで，多種多様なスマートシティサービスを構築

可能とするリアルタイムな都市情報源として活用可能とな

る，と考えられる．

上記の目的を達成するため，我々は自治体職員参加型セ

ンシング「みんなのレポート」（以下，みなレポ）を構築し，

藤沢市の主にゴミ収集業務に携わる環境部と連携し，１年

を超えるシステム運営を行ってきた．みなレポは，自治体

職員が保有するスマートフォンやタブレット端末の GPS

機能とカメラ機能を利用し，都市情報の収集と共有を可能

としつつ，業務遂行に必要な関連情報の閲覧や業務終了の

フィードバック等を可能とするシステムである．本稿では

これまでの取組に関する報告を主な目的としつつ，自治体

職員参加型センシングの狙いについてまず述べ，次に構築

したシステムの詳細を述べる．次に，自治体職員参加型セ

ンシングの特徴である，業務改善および都市理解への寄与

が可能であったか，述べる．みなレポの試行結果から，こ

れまで 3,000件を超えるレポートが自治体職員より発行さ

れ，業務改善への寄与が見受けられた．また，空間的に網

羅されるデータが収集されたことで，人口統計や不動産情

報との相関分析より，都市理解への向上を可能とする分析

へ寄与することが見受けられた．

2. 自治体職員参加型センシング

本章では，まず本研究で提案する自治体職員参加型セン

シングの定義について述べたあと，それにより収集可能な

都市情報について述べ，最後に自治体職員参加型センシン

グに求められる要件を整理する．

2.1 定義

参加型センシング（Participatory Sensing）[1]とは，ス

マートフォンなどの携帯端末を持つユーザを対象とし，同

端末に搭載されたカメラや GPS，マイクなどのセンサと

ユーザ自身の五感や知識を活用し，都市地域の様々な情報

を広範囲に収集可能とするセンシング技術を指す．すなわ

ち，主観・客観視点の両方に基づいた情報が収集可能であ

り，都市状況把握のための重要なセンシング手段として位

置づけられている．本稿では，自治体職員参加型センシン

グを，参加型センシングでも特に自治体職員を対象とし，

彼らの日常の自治体業務に組み込まれたセンシング手段と

して定義する．それぞれの自治体職員が己の業務に必要な

情報のみをセンシングする場合は「参加型」というニュア

ンスは薄れるが，本研究では自治体職員が自らの業務に直

結した情報だけでなく幅広い都市情報を収集可能とさせる

狙いを有しているため，「参加型」という名称をつけてい

る．自治体職員を対象とすることで，次の利点があると考

えられる．

• センシング量の多さ: 自治体職員は仕事として業務に

取り組んでいるため，一般人を対象とする際に問題と

なるインセンティブの付与を行わずとも，業務を遂行

する上で必要な情報を大量に収集可能であるという点

が挙げられる．

• センシング質の高さ: 自治体職員は業務遂行に必要な

知識を有しているので，業務中に収集されるべき都市

の事象に関して，正確性・信頼性を付与した上で情報

の収集が可能である．例えば，ある場所にゴミが放置

されているとして，一般人ではそのゴミは職員が収集

し忘れのゴミなのか，不法投棄なのか，それとも残渣

（回収日とは異なる種類のゴミなので収集不能）なの

か，判断はしにくい．一方で自治体職員はその判別を

正確に行える．

また，特に国内の自治体職員は数年ごとに部署異動し，

複数の業務に携わることも多く，ある程度の専門性と汎用

性を持った知識を有している．よって，現在自分が関わっ

ている業務以外にも，量的にも質的にも高い都市情報のセ

ンシングに貢献可能であると考えられる．言うまでもなく，

自治体職員のリソースには限界があるため，収集すべきで

あるが収集に漏れてしまった都市情報や，収集したいが難

しい都市情報などは存在する．それらは補完的に，千葉市
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表 1 環境・ゴミ業務で収集すべき情報の例
名称 内容

死骸 動物の死骸

回収忘れ 回収し忘れたゴミ

不法投棄 不法に投棄されたゴミ

残渣 ゴミの出し間違い

落書き 公共物に描かれた落書き

カラス被害 カラスによって荒らされた集積所

集積所 資源ごみ集積所の場所

のちばレポ*3や，FixMyStreet*4の取り組みなどにより，市

民による参加型センシングで収集されうる．一方で，市民

から通報を受ける量以上の膨大な都市の情報を自治体職員

が普段から収集していることは事実であり，その情報をい

かに共有・分析しやすい形式（デジタルデータ）として収

集可能とさせることは，集めた情報の利用価値を高めると

いう意味で重要である．

2.2 収集可能な都市情報

自治体業務は多岐に渡るため，収集可能な都市情報も多

種多様である．例えば，藤沢市では 14の部（環境部，都市

整備部，防災安全部など），およびその下部組織の 100以上

の課（環境保全課，公園課，防犯交通安全課など）から構成

されており，都市に関する様々な情報が日々収集されてい

る．例として，表 1に環境・ゴミ業務で，表 2に道路管理

業務で，表 3に公園管理業務で収集すべき情報の例をそれ

ぞれ示す．これらの情報は，それぞれ単体の報告としては

それぞれの場所での問題のレポートにすぎないが，空間的

な網羅性と時間的な継続性をもって収集を続け，分析を行

うことで，都市全体の問題の傾向分析が可能となり，都市

状況把握や都市理解の向上に役立つと考えられる．通常，

これら日々の業務で収集し得る様々な情報は重要な事象を

除き担当者間で共有されるにとどまる場合が多く，情報の

管理・蓄積はされたとしても紙ベースな場合が多い．よっ

て，それぞれの都市事象はその業務に携わる数人のみの知

識・経験として蓄積されていく．すなわち，知識・経験の

継承の難しさであったり，異なる知識から共通のパターン

を抽出し，都市の問題の本質的な気づきにつながるような

取り組みが難しいことにつながる．様々な都市情報を職員

間で共有・蓄積可能とし，またプライバシなどに問題がな

い情報はオープン化することにより，自治体業務上収集し

た都市の知を公共財として利活用可能とすべきである.

2.3 要件

本研究で提案する自治体職員参加型センシングを実際に

自治体業務の現場で活用してもらうためには，同センシン

グを実現するシステムは以下の要件を満たす必要があると

*3 https://chibarepo.secure.force.com
*4 https://www.fixmystreet.jp

表 2 道路管理業務で収集すべき情報の例
名称 内容

道路損傷 道路の損傷、凸凹

水溜り 道路上の大きな水溜り

伐採 見通しを悪くする枝・草の抜粋

民地からの越境 民家の土地からはみ出した木々

ミラー ミラーの損傷

照明灯 照明灯の破損・照明切れ

事故 交通事故

側溝浚渫 側溝の詰まり

舗装要望 路面舗装の要望

表 3 公園管理業務で収集すべき情報の例
名称 内容

倒木 倒れた木

遊具破損 公園遊具の破損

スズメバチ スズメバチの巣

設備破損 公園設備の破損

土流出 砂場や公園の砂の流出

剪定 公園内の枝・草の剪定

病害虫 病害虫の発生

考える．

• 収集容易性
業務に必要な都市情報を，業務・情報の種別ごとに容

易に収集可能とする必要がある．収集すべき情報は都

市全体に広がっているため，GPS等のセンサ情報に加

え，詳細なコメントを入力可能とする．

• 自治体業務との親和性
通常の自治体業務に組み込み，収集だけでなくその後

の対応等もスムーズに行えるよう，業務遂行上必要な

情報を収集・閲覧可能とする必要がある．

• 共有性
オープン化可能な情報とプライバシーに関わる情報を

区別し，適切な役割を持ったユーザに情報を共有でき

る必要がある．

なおこれらの要件は，実際には藤沢市役所の職員の方々

と継続的な議論を通じて明らかになってきたものである．

自治体職員参加型センシングは既存業務に組み込まれてこ

そ量・質ともに高いデータが得られることが想定される．

自治体職員参加型センシングを導入することにより既存業

務の妨げとなったり，業務量を増やしてしまうことは避け

なければならない．また，これまで行われてきた日々の自

治体業務を停止してはならず，また必ずしも全ての職員が

最初から自治体職員参加型センシングを利用するわけでは

ないため，システム導入のはじめには従来の方法（電話や

FAXの利用）での業務も平行して行われることが想定され

る．よって，既存業務を理解した上でのシステム開発が重

要であるとともに，実際の試行を通じて利用の際の問題点

や欠点を明らかにしていく方法が望まれる．更に，自治体
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図 1 自治体職員，ステークホルダーとの開発打ち合わせの様子

図 2 ステークホルダー（藤沢市資源循環協同組合）により作成され

るシステム改善要望の例

業務によっては市役所内だけで完結するものではなく，関

係するステークホルダー（業務委託企業など）と連携して

行われている．よって，市役所と業務委託企業間の情報の

やり取りや，収集した情報の取扱方法の差異なども考慮す

べきである．本研究では，システムに求められる要件を最

初に全て洗い出して開発を行うウォーターフォール型の開

発ではなく，設計，実装，運用の各フェーズをステークホ

ルダーとともにそのサイクルを回し，定期的な打ち合わせ

（図 1）を重ねて改善や機能追加等を適宜行っていくアジャ

イル型のシステム開発を行った．改善内容は開発側と利用

者側との日々のコミュニケーションで把握されることや，

ドキュメント化された改善要望としてこれまで 40を超え

る項目を自治体職員およびステークホルダーより指摘いた

だいている（図 2）．

3. 設計と実装

みなレポシステムの全体概要図を，図 3に示す．自治体

業務において報告・共有が求められる都市事象は，自治体

職員による日々のパトロール業務中に発見した場合と，市

民からの要望・問い合わせを受けた場合の２種類が存在す

る．前者の場合は，例えば環境部の職員自身によりゴミの

出し間違い（残渣）が発見された，等が挙げられ，後者の

場合は，例えば市民より自宅前に不法投棄物があるので対

応してほしい，等の問い合わせが挙げられる．みなレポで

は，都市事象を発見した職員自身による業務報告共有，お

よび市民から通報を受けた職員による業務報告共有の両者

とも同じフォーマット・プロトコルで情報共有が行えるよ

う，外出職員が持つスマートフォンや自治体役所内のコン

ピュータなど，多種多様なデバイスから情報報告・閲覧可

能とさせる設計・実装を行った．投稿された情報は，これ

まで著者らが開発してきたセンシングデータ流通基盤で

ある SOXFire [2]を通じ配送され，みなレポのデータベー

スへと情報が蓄積される．蓄積された情報はWEBインタ

フェースを通じ閲覧が可能である．

3.1 情報投稿機能

自治体職員が都市事象の報告を行う際に利用するインタ

フェースを，図 4に示す．スマートフォン版インタフェー

スは，屋外業務に従事する自治体職員が報告事象を見つけ

次第すぐに円滑に情報共有を行えるよう，スマートフォン

のGPS機能を利用し位置の自動付与（位置の詳細調整も可

能，また住所も確認可能）を行った上で，写真とコメント

を投稿可能としている．Web版インタフェースは，主に自

治体役所で内勤を行っている職員が市民からの通報などを

受けてレポートを作成する際に利用される．両方のインタ

フェースとも，レポートのタイプ，レポート対応の緊急度，

写真（Web版の方は必要であれば添付できる），コメント

を設定し，投稿を行うようになっている．これらの機能に

より，上述した要件である収集容易性と既存業務との親和

性（の一部）を満たす．また投稿された情報は SOXFireを

経由し，データベースに蓄積される．なお，緊急のレポー

トとして設定された場合は，Eメールや外部通知システム

と連携し，担当職員へ通知がいくよう設計・実装がなされ

ている．SOXFireは Publish-Subscribe機能に基づくセン

サデータ配送モデルを採用しており，レポートの種別ごと

に仮想センサノードが設定されている．レポートの種別に

対応したアクセス権限を設定可能としており，自治体職員

しかアクセスできないレポートと，オープンアクセスが可

能なレポートが区別可能な運用を実現しており，上述した

要件である共有性を満たす．

3.2 情報閲覧機能

自治体職員が他の職員が報告したレポートを閲覧する際

に利用するインタフェースを，図 5に示す．レポートは，

リスト形式および地図形式で表示され，レポートの種類，

報告された期間，投稿者名などでフィルタリングが可能と

なっている．報告詳細表示では，報告の各内容が表示され
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【屋内業務（市役所）】

【屋外業務（市内循環・外出）】

市民 職員

職員

要望・
問い合わせ

スマート端末

PC

センサ情報

手動入力情報

手動入力情報

種別
画像
位置情報
内容文 etc.

種別
位置情報
内容文 etc.

レポート

レポート

センシング
データ
流通基盤

データベース

WEBサーバ

データ一覧表示

地図表示

対応管理

オープン可能なデータ
は市民や企業へ共有

統計処理

職員
最新データの
パブリッシュ

図 3 自治体職員参加型センシングシステム・みなレポの概要図

図 4 スマートフォン版情報投稿インタフェース（左）、Web版情報

投稿インタフェース（右）

るとともに，対応が行われた場合にはその経過の議論が可

能となっている．また，自治体業務によっては自治会の境

界や委託業者の担当区域など，様々な情報を考慮して業

務を遂行する必要がある．本システムでは，任意の KML

ファイルを読み込みレイヤとして地図に重畳可能となって

おり，円滑な業務連絡などに寄与している．また，既存業務

との兼ね合いやファイリングの観点を考慮し，既存フォー

マットへの報告整形と印刷機能も提供している．

4. 運用実験

4.1 概要

2016年 10月から 2018年 5月現在まで，藤沢市のゴミ関

連業務に携わる環境部の職員，およびゴミ回収委託業者で

ある藤沢市資源循環協同組合の方々のスマート端末にみな

レポのアプリをインストールしてもらい，本システムの運

用を継続して行っている．表 4に，iOS版のみなレポクラ

イアントアプリケーションがインストールされた端末数と

その時期を示す（みなレポのクライアントアプリケーショ

ンとして iOS版，Android版，Webアプリ版を構築した

が，概ね iOS版が利用されている状況であるため，iOS版

のインストール数を示す）．当初は 20台の端末で試行をは

じめたが，その後，本システムの利便性が認められ，資源

循環協同組合の全てのゴミ清掃関係車両にタブレット端末

を設置し，みなレポのインストールを行って頂き，現在は

70台弱の端末で運用を行っている．報告対象の事象は，動

物死骸，道路損傷，災害，ゴミ未回収，集積所間違い，落

書き，不法投棄，キュンスポット（藤沢市では笑顔になれ

る場所をキュンスポットと呼んでいる），残渣（出すべきゴ

ミの日と違う種別のゴミが出され回収できないこみ），そ

の他，とした．

表 4 みなレポ iOS 版アプリケーションのインストール状況
時期 インストール端末数

2016 年 10 月 20

2017 年 2 月 9

2017 年 3 月 2

2017 年 4 月 3

2017 年 5 月 9

2017 年 6 月 21

2017 年 7 月 1

4.2 収集されたデータ

みなレポによって職員より収集された月別のレポート数

を図 6 に示す．2016 年 10 月 6 日から 2018 年 3 月 20 日

までに，3667件の報告が収集された．また，レポート種

別と，報告主体の状況（現場から報告か，市民から連絡を

受け事業所から報告のどちらか）ごとのレポート数を表 5

に示す．全報告数のうち，およそ 81%が現場からの報告，

19%が事業所からの報告であったが，事業所からの報告の

多くは市民からのゴミ未回収の連絡により生成された報告

であった．また，今回の運用実験に協力して頂いた部局が

ゴミ関連業務を対象していたため，残渣の報告が全体の半

分を占めていた．また，１年の中で 5月（次いで 11月）に

多くレポートが投稿されたのは，5 月と 11月に藤沢市職員

によるスマートチェックという落書き・不法投棄やポイ捨

ての重点チェックの取り組みがあり，特に落書きの報告が

多数得られたためである．
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報告一覧・地図表示 報告詳細・対応表示 レイヤ重畳機能 報告印刷機能

図 5 投稿レポート閲覧インタフェース

図 6 月別の報告レポート数

4.3 業務効率化に関する寄与

みなレポを導入し，８ヶ月間の時点で市職員にアンケー

トを行った [3]が，その後ゴミ関連業務において残渣報告

や回収し忘れ報告のほとんどをみなレポを利用することと

なったため，どの程度の効率化に寄与したか，改めて市職

員の方に意見を伺った．まず，定量的には，これまで連絡・

報告業務等に１件平均１０分かかっていたものが即時に行

われるようになったため，業務全体を通じて一日約２時間

の業務効率化が図られているとの意見を得た．また，定性

的には，1) 従前の事務の流れでは，翌日に対応せざるを得

なかった対応が，当日現地対応できるようになった，2) 従

前は現地の状況がわからない中での情報のやり取りであっ

たため，残渣物，汚い集積所，壊れた容器など，どの程度

か状況説明が出来ずにいたが，（口頭説明なので地域担当

者と回収員との行き違いが発生や現地が特定できない事に

より再度の苦情起こっていた）みなレポ導入後は、現場の

写真で状況が直接確認できるため，地域担当者が現地で素

早く対応出来るようになった，また 3)収集したデータを活

用することにより，住民へ適切な説明ができるようになっ

た，との新たな意見を得た．

4.4 市民参加型センシングとの比較

自治体職員参加型センシングの特徴を理解するため，市

民参加型センシングで得られるデータ量やデータ分布と比

較を行う．千葉市で行われいる住民による参加型センシン

グの実証実験であるちばレポのデータと，みなレポによっ

て得られたデータの比較を表 6に示す．また，みなレポお

よびちばレポで収集されたデータの地理分布を図 7 に示

す．みなレポは報告対象となった業務がゴミ関係が中心で

あり，ちばレポではゴミ関係だけでなく道路・公園遊具の

破損も含まれ，また自治体の面積も異なるため一概に比較

はできないが，以下の特徴が見受けられる．

• 収集データの量
自治体職員をユーザとしたみなレポでは，普段の業務

に組み込まれ利用されていることもあり，より多くの

都市情報が取得されうる．今回の比較では，1人あた

りの投稿平均で，約 110倍の差があった．

• 収集データの地理分布
図 7に示すように，自治体の面積は異なるが，自治体

職員をユーザとしたみなレポの方が，住民を対象とし

たちばレポより，自治体全体から網羅的に情報を収集

している様子が見受けられる．これは，ユーザの活動

範囲や興味範囲に地理的な偏りが少ないということが

挙げられる．一方，住民の場合は利用者の多い地域の

情報が重点的に得られると考えられる．

表 5 レポート種別，報告場所ごとのレポート数
種別 現場から報告 事業所から報告 小計

動物死骸 19 24 43

道路損傷 10 1 11

災害 8 4 12

ゴミ未回収 18 584 601

集積所間違い 342 7 349

落書き 509 1 510

不法投棄 63 3 66

キュンスポット 12 1 13

残渣 1809 6 1815

その他 180 67 247

合計 2970 697 3667
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表 6 みなレポとちばレポの比較
みなレポ ちばレポ

実証地域
藤沢市

(69.57 平方キロ)

千葉市

(271.8 平方キロ)

主なユーザ 職員 住民

レポート種類
ゴミ関係・

落書き等

道路・公園・

ゴミ関係等

期間

約 1 年 6 ヶ月

(2016 年 10 月 6 日-

2018 年 3 月 20 日)

約 1 年 6 ヶ月

(2014 年 8 月 28 日-

2016 年 2 月 27 日)

ユーザ数 65 (端末数) 3615

投稿総数 3667 1873

1 人あたり

投稿平均
56.41 0.51

図 7 みなレポおよびちばレポのレポートの地理散布図（上）および

カーネル密度推定による可視化（下）

5. 分析実験

自治体職員参加型センシングみなレポを用いて得られた

網羅的なデータが，都市理解の向上に寄与しうるか確認す

るため，分析を行った．今回の実験期間で得られたデータ

のうち多くはゴミに関するデータ，特に残渣や回収忘れ・

依頼であったため，それら事象の発生しやすさの空間的な

傾向を明らかとする．本分析では，地域の人口や住宅統計

情報とゴミ情報との関係性を明らかにするためにその回帰

問題を解くことを目的とし，その分析によりこれまで明ら

かになっていなかった都市の傾向を把握可能とする．

5.1 分析対象データ

みなレポのデータセットとして，2016年 10月 6日から

2017年 4月 25日までのデータ（1,173件）を対象とした分

析を行った．含まれるレポート種類は表 5と同様であるが，

分析対象として適切かどうかを測るため，それぞれのレポー

トのデータに対して空間的自己相関分析を行った．藤沢市

の 192の町字における人口分布とみなレポデータセットの

相関を測るため，K近傍グラフ（k = 4,5,6,7,8,9,10）を用

いた計算を行った．空間的自己相関の指標としてMoran’s

Iの値と，その p値の結果を表に示す．今回得られたデー

タセットのうち，残渣のデータが正の空間的自己相関が得

られ，かつ p値が 0.01より小さかったため，より詳細な分

析対象データとして選択する．

また，地域特性との相関を計算するため，町字ごとの人

口統計および住宅統計を用いる．住宅統計は，藤沢市にお

ける賃貸不動産情報を扱うWebサイトをクロールし，収集

した．住宅統計情報としては 87の特徴量を収集し，アパー

ト・マンション・一軒家の種別，賃貸価格，部屋の広さ，

バス・トイレ別か，ペット飼育可能か，などの特徴が含ま

れる．クロールで取得した合計物件数は 8484件であった．

表 7 レポート種別ごとの空間的自己相関
レポート Moran’s I K p 値

残渣 0.154 6 0.000022

落書き 0.075 5 0.030596

集積所 0.116 4 0.005596

不法投棄 0.025 3 0.290003

回収忘れ 0.035 4 0.197829

5.2 分析手法と結果

藤沢市内の 192の町字ごとの残渣の発生頻度を統計情報

化した上で，残渣の統計を目的変数とし，町字毎の住宅統

計および人口統計の情報から予測する分析実験を行った．

正則化線形回帰モデルとして Elastic Net，Lasso，Ridge，

およびOrdinal Least Squares (OLS) [4] 回帰を用いた分析

を行った．目標値，入力値，および係数ベクトルをそれぞ

れ yn ∈ R, xn ∈ Rd for n = (1, · · · , N), β ∈ Rd と定義す

る．次に，ℓ1/ ℓ2ペナルティを考慮した線形回帰問題を次

のように定義する．

min
β

N∑
n=1

||yn − β⊤xn||22 + λ1

d∑
i=1

|βi|1 + λ2

d∑
i=1

||βi||22,

λ1, λ2 ∈ Rはハイパーパラメータである．λ1 ̸= 0 かつ

λ2 ̸= 0 の場合，上述の式は Elastic Net に対応し，特に

(λ1 ̸= 0 かつ λ2 = 0), (λ1 = 0 かつ λ2 ̸= 0), また (λ1 ̸= 0

and λ2 ̸= 0) の場合，それぞれ Lasso, Ridge および OLS

に対応する.

予測精度の評価指標として，Root Mean Squared Error

(RMSE) と Mean Absolute Error (MAE) を用いた．

RMSE =

√√√√ 1

N

N∑
n=1

||yn − β⊤xn||22,
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MAE =
1

N

N∑
n=1

|yn − β⊤xn|.

本分析では，入力特徴量として，住宅特徴量（d = 87），

人口特徴量（d = 12）およびその両方の特徴量（d = 99）

を用いた．そのうち，80%を訓練データとし，残りをテス

トデータとした． 正則化線形回帰における λ1, λ2 のハイ

パーパラメータは，一個ぬき交差検証により選択された．

訓練データで学習した回帰モデルを用いテストデータを予

測した際の誤差を計測する試行を 10回行い，予測誤差に

関する平均と標準偏差の値を導出した．結果を，8および

表 9にのせる．結果より，Ridge回帰モデルが予測精度が

最も高く，また住宅統計と人口統計の両者がともに残渣の

回帰において大きな係数を持つことがわかった．

Ridge回帰によって学習された係数の値と入力特徴量の

数との関係を，図 8に示す．また，表 10と表 11に，係数

が高い特徴順および低い特徴順とその目的変数との相関に

ついて示す．すなわち，表 10は今回の実験において上か

ら残渣を増やす傾向にある特徴，表 11は上から残渣を減

らす傾向にある特徴と解釈できる．藤沢市職員への聞き取

り調査では，若い世代が多い地域ほど残渣が多く，高齢者

が多い地域ほど残渣が少ないという傾向があることが感覚

的にわかっており，その特徴が今回の分析からも見受けら

れる．一方，セキュリティ会社加入済みの賃貸物件が多い

地域は残渣が多い傾向があるといった，市職員がこれまで

気づかなかった様々な傾向も見受けられ，みなレポで得ら

れたデータの分析を行うことにより都市理解の向上に寄与

可能であることがわかった．

表 8 残渣の予測を行う際の RMSE の平均と標準偏差.

(RMSE∗103))
手法 住宅特徴 人口特徴 両方

Elastic Net 1.44(0.28) 1.42(0.28) 1.43(0.27)

Lasso 1.52(0.21) 1.51(0.20) 1.52(0.20)

Ridge 1.39(0.19) 1.36(0.22) 1.35(0.21)

OLS 2.44(0.69) 1.50(0.23) 2.73(0.71)

表 9 残渣の予測を行う際の MAE の平均と標準偏差. (MAE∗103)
手法 住宅特徴 人口特徴 両方

Elastic Net 1.10(0.16) 1.08(0.17) 1.10(0.16)

Lasso 1.13(0.09) 1.14(0.09) 1.14(0.09)

Ridge 1.07(0.09) 1.05(0.11) 1.05(0.11)

OLS 1.73(0.26) 1.12(0.13) 1.94(0.32)

6. 関連研究

既存の参加型センシングシステムには，都市の騒音

度 [5] [6]・混雑度 [7]・公園やゴミの状況をレポートするア

プリケーション [8]やタスク定義・配布を容易にするツー

ル [9] [10] [11]など，人々の協力と情報技術を利用して効
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図 8 Ridge 回帰における特徴量と係数値との関係性

表 10 Ridge 回帰において高い回帰係数となった特徴量一覧.

特徴量 回帰係数 ∗105 残渣数との相関

セキュリティ会社加入済み 5.529 0.161

単身者限定 4.745 0.132

専用トイレ 3.715 0.168

専用バス 3.678 0.158

30 歳代人口 3.672 0.149

ルームシェア可 3.408 0.087

募集建物数 3.224 0.126

床下収納 3.079 0.092

二人入居不可 2.985 0.08

追焚機能 2.894 0.095

オートロック 2.854 0.087

インターネット使用料無料 2.545 0.075

シャワー付洗面化粧台 2.539 0.088

ペット相談 2.506 0.045

タイル貼り 2.329 0.052

表 11 Ridge 回帰において低い回帰係数となった特徴量一覧.

特徴量 回帰係数 ∗105 残渣数との相関

分譲賃貸 −5.705 −0.157

バルコニー −5.564 −0.124

インターネット対応 −5.458 −0.177

70 歳代人口 −5.133 −0.203

ルームシェア不可 −4.894 −0.205

ガスコンロ設置済 −4.691 −0.121

照明器具付 −4.645 −0.099

フリーレント −4.388 −0.101

床暖房 −4.077 −0.097

ロフト付き −3.849 −0.179

二人入居可 −3.697 −0.087

駐輪場あり −3.59 −0.088

90 歳代 −3.362 −0.143

下水 −3.343 −0.045
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率的に都市の情報を収集しようとする研究が多く見られ

る．しかし既存の研究では，特定の課題カテゴリのみの実

施であることや，データが広く公開されていないことなど

から，都市全体の状況理解・把握に十分な情報の収集性や

共有性を満たしているとは言えない．また，多くの既存シ

ステムは情報収集者として一般市民を対象としているもの

が多い．市民は日々の生活の中で様々な気づきや意見を得

るが，それらを自発的かつ継続的に発信するための適切な

動機付けがない限り，情報の収集量や質の高さに偏りが生

じる．一方で自治体職員は毎日の業務の中で特別なインセ

ンティブの付与を必要としなくとも定期的に専門性の高い

の情報収集を行うことが期待される．本研究で提案するみ

なレポは，情報収集者として自治体職員を対象とし，業務

中に得られる多種多様な都市情報を取得可能とする参加型

センシングを行うことで都市理解に必要な時空間性と専門

性の高い情報収集を可能とする．そして，収集されたデー

タを，プライバシやセキュリティを考慮した上で即時オー

プン化していくことで，多種多様なスマートシティサービ

スを構築可能とするリアルタイムな都市情報源として活用

可能とする．

一方，全国の地方自治体における情報のデータ化・共有

に関しては，殆ど進んでいないという現状がある．一部の

地方自治体における先進的な取り組みの例として，スマー

トゴミ箱によるゴミの蓄積・回収状況の可視化 [12]，塵芥

車用カーナビの取り入れ [13]，ゴミ分別アプリ構築サービ

スの導入 [14]や AIを利用したごみ分別案内の実証 [15]な

どが挙げられるが，特定の業務カテゴリや業務内容に限ら

れた情報のデータ化もしくは共有の実現や実証実験となっ

ており，みなレポのように自治体職員が日常的にこなす業

務における情報収集と収集された情報を元にした業務の効

率化及び都市理解を可能とするシステムは少ない．

また，投稿に対する動機付けとなりうるインセンティブ

についての研究に関して，金銭的なインセンティブを与え

る研究 [16] [17]やゲーミフィケーションの適用 [18] [19]，

依頼の際の文言を変化させるなどした心理的なアプロー

チ [20]に関する研究が存在する．本研究では自治体職員

の業務中に参加型センシングを行うことを想定しているた

め，現在は特定のインセンティブは付与していないが，今

後職員の収集に対するモチベーションを高め，より多くの

情報収集を行うために職員間や部署間におけるランキング

制度やゲーミフィケーションの導入を考えている．

7. まとめ

本研究では，自治体職員向けの参加型センシングを実現

し，それにより網羅的な都市情報が収集可能となり，それ

が業務効率および都市理解の向上へとつながることを示し

た．本稿では自治体職員を対象としたシステムに求められ

る要件を整理し，構築したシステムの設計・実装について

述べた後，１年半に渡る実験結果について示した．結果，

住民を対象とした参加型センシングに比べ多くの量，空間

網羅性が高いデータが得られることが明らかとなった．ま

た，データ分析により，人口統計や住宅統計とゴミの出し

間違いとの関係性を明らかとした．今後は，藤沢市だけで

なく，他の自治体にも本技術の適用を行い，多種多様な社

会データを収集・分析可能なプラットフォームとすること

を目指す．
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